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機密性２

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
こんにちは、愛知産業保健総合支援センターメンタルヘルス対策・両立支援促進員で社会保険労務士の中瀬高子です。
本日は、「メンタルヘルス不調者　職場復帰支援５つのステップ」についてお話しいたします。
 
私は日頃、社会保険労務士として様々な事業場の労務相談・就業規則や各種規程等会社のルール作りに携わっています。
事業場においてメンタルヘルス不調者が出た場合の対応方法は、正に企業によって様々です。それは、就業規則への規定内容・企業の方針・労働者の方の状況等により異なる、というわけですが、「これが正解」というものは正直ありません。
労働者と事業場双方にとって一番良いと思われる方法を探りながら運用している実態があります。
 
この動画をご覧になっている皆さんも、それぞれ状況が違う方だと思います。事業場の人事労務担当の方でしょうか？経営者の皆さんでしょうか？あるいは現在メンタルヘルス不調により実際に休職されているかた、ご家族の方もいらっしゃるかもしれません。その中でも経営者の方、事業場の人事労務担当の方のメンタルヘルス不調者に対する対応や、どのように職場復帰をしていただくか？という視点から「職場復帰支援５つのステップ」についてお話をしていきます。




目次

２．メンタルヘルス不調者 職場復帰支援のポイント

１．メンタルヘルスケアの基本的な考え方

３．職場復帰支援プログラム「５つのステップ」

４．事業場の人事労務担当者が気をつけたいポイント

５．職場復帰や労働者の特性に応じた働き方についての
相談支援機関のご紹介

６．愛知産業保健総合支援センターのご案内

機密性２

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
こちらが本日お話する内容となります。
１．メンタルヘルスケアの基本的な考え方
２．メンタルヘルスケア不調者　職場復帰支援のポイント
３．職場復帰支援プログラム「５つのステップ」
４．事業場の人事労務担当者が気をつけたいポイント
５．職場復帰や労働者の特性に応じた働き方についての相談支援機関のご紹介
６．愛知産業保健総合支援センターのご案内
以上６点に関して順番にお話ししていきます





１．
メンタルヘルスケアの基本的な考え方

機密性２



１．メンタルヘルスケアの基本的な考え方

三次予防
メンタル不調者の

職場復帰

・主治医、関係者の連携調整
・業務上の配慮措置

二次予防
メンタル不調の
早期発見・対応

・メンタル不調の早期発見
・相談～適切な措置

一次予防
メンタル不調の

未然防止

・ストレスチェック実施
・職場環境改善
・快適職場づくり

機密性２

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
こちらは「メンタルヘルスケア基礎編」にてご紹介されたスライドですが、まずメンタルヘルスケアの基本的な考え方についてお話します
メンタルヘルス不調を未然に防止する「一次予防」
そしてメンタルヘルス不調を早期に発見し、適切な措置を行う「二次予防」
メンタルヘルス不調となった労働者の職場復帰を支援等を行う「三次予防」
この３つの段階があるのですが、
今回お話するのは、主に三次予防の
メンタルヘルス不調者への対応について、ということになります。





２．
メンタルヘルスケア不調者

職場復帰支援のポイント

機密性２



２．メンタルヘルス不調者 職場復帰支援のポイント

休職者の意向を
尊重しすぎない

意向を尊重しすぎて
早期復職させると
再休職や退職の

リスクに

職場復帰支援
プログラムの

重要性

復職面談や調整が
不十分だと再び
休職することも。。

休職制度の
明確化

就業規則に休職制度
を明記し休職期間や

復職の目途を
整えましょう

休職前の業務量や
人間関係を見直し、
復職後のバランスを

考慮します。

職場環境の
評価

機密性２

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
メンタルヘルス不調で休職した労働者の職場復帰について、いくつかポイントを共有します。
メンタルヘルス不調者の復職時に起こりやすいトラブルや、人事担当者による復職対応のポイントを理解して対応することが重要です。

メンタルヘルスケア不調者　職場復帰支援のポイントとして、休職者の意向を尊重しすぎないということがあります。
ある程度の意向は確認すべきですが、意向を尊重しすぎて早期復職をさせると、再休職や退職のリスクにつながることがあります。

そして、これからお話する職場復帰支援プログラムの重要性です。
復職面談や調整が不十分で再び休職してしまうこともあります。

休職制度の明確化も大切なことです。 就業規則に休職制度を明記し、休職期間や復職の目途を整えましょう。

次に職場環境の評価です。
休職前の業務量や人間関係を見直し、復職後のバランスを考慮します。




３．
職場復帰支援プログラム

「５つのステップ」

https://www.mhlw.go.jp/content/000561013.pdf

機密性２

https://www.mhlw.go.jp/content/000561013.pdf


第1ステップ

病気休業開始及び休業中のケア

第2ステップ

主治医による職場復帰可能判断

第3ステップ

職場復帰の可否判断および職場復帰支援プランの作成

第4ステップ

最終的な職場復帰の決定

第5ステップ

職場復帰後のフォローアップ

産業医と協議が望ましい

職 場 復 帰

３．職場復帰支援プログラム「５つのステップ」

機密性２

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
では、ここから職場復帰支援プログラム「５つのステップ」についてお話していきます。
５つのステップとはこのような内容になります。
第一ステップとして「病気休業開始及び休業中のケア」
第二ステップは「主治医による職場復帰可能判断」
第三ステップは「職場復帰の可否判断および職場復帰支援プランの作成」
第四ステップは「最終的な職場復帰の決定」
そして職場復帰があって
第五ステップは「職場復帰後のフォローアップ」
です。
それでは次に一つ一つ詳しくみていきましょう




第1ステップ
病気休業開始及び休業中のケア

１－A)病気休業開始時の労働者からの診断書（病気休業診断書）の提出

診断書を受け取ったら確認すること

・傷病名

・必要な療養期間の見込みが明記してあるか？

・就業規則上の休職休業規定

・年次有給休暇利用の希望等

※休職・休業を決定するのは事業場です。

   

機密性２

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート

第一ステップ病気休業開始及び休業中のケア
まず、メンタルヘルス不調者が発生した場合、企業はどのような対応が必要となるでしょう？

A)病気休業開始時の労働者からの診断書（病気休業診断書）の提出
労働者から診断書を提出された場合、
まず確認すべきこととして
「傷病名」
「必要な療養期間の見込みが明記してあるか？」を確認します
そして
就業規則上の休職規定を確認します。
本人の年次有給休暇の利用の希望等も確認しましょう
ここで忘れてはいけないのは
あくまでも休職・休業を決定するのは事業場であり、事業場のルールに基づくものであるということを忘れないでください。
本人が休みたいから休む、本人が希望するから１カ月休ませるというものではないということになります。





第1ステップ
病気休業開始及び休業中のケア

１－A)病気休業開始時の労働者からの診断書（病気休業診断書）の提出

   １－B)管理監督者及び産業保健スタッフ等によるケア

・管理監督者・産業保健スタッフとの情報連携→本人に対するケアを検討

・本人の同意を得て、主治医への情報提供

※勤務情報提供書等の利用

・本人の同意を得て、受診同行

会社での様子を伝え、休業中配慮すべきことを確認

勤務情報提供書

・職務内容
・勤務形態、時間
・通勤方法、時間
・休業可能期間
・利用可能な制度

※勤務情報提供書
様式ダウンロード こちら

機密性２

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
Ｂ）管理監督者及び産業保健スタッフ等によるケア
管理監督者及び産業保健スタッフとの情報連携をし、本人に対するケアを検討します。
本人の同意を得て、主治医へ情報提供をした方が良い場合もあります。
その際「勤務情報提供書等」を利用すると情報提供しやすいかと思います。
書式については、愛知産業保健総合支援センター・ホームページよりダウンロードできます。　
本人の同意を得て受診に同行し、会社での勤務の様子を主治医に伝えたり、休業中配慮すべきことを確認しましょう。










第1ステップ
病気休業開始及び休業中のケア

１－A）病気休業開始時の労働者からの診断書（病気休業診断書）の提出

  １－ B)管理監督者及び産業保健スタッフ等によるケア

１－C)病気休業期間中の労働者の安心感の醸成のための対応

・会社で定めている休業休職制度（期間・手当等）の説明

・休職期間が定められている場合、休職期間満了時の取扱の説明

・傷病手当金や障害年金等、社会保障制度の説明

・休業中の定期連絡方法の確認

 １－D)その他 不安や悩みの相談先等 ※「基礎編」動画資料（スライドNo.23）
メンタルヘルス専門相談窓口情報参照

機密性２

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
Ｃ）病気休業期間中の労働者の安心感の醸成のための対応
休職期間の目途が確認できたら、
・本人に会社で定めている休職制度（期間・手当等）について説明します。
・休職期間が決められている場合は期間満了時の扱いについても事前に説明をしておきましょう
・休職中の経済的・将来的な不安を軽減するためにも傷病手当金や障害年金等、社会保障制度についても説明しましょう。制度だけでなく、具体的な手続きについても説明できると安心感につながります。
・休職中の定期連絡方法を予め相談し決めておきましょう
Ｄ）その他として
・不安や悩みの相談先についてもお知らせできるとなおよいです。動画基礎編のメンタルヘルス専門相談窓口を参照してください。

メンタルヘルス不調者は、焦って早く復帰を望む労働者も多く、しっかり回復する前に復帰して再発を繰り返す人もいます。
休業や休職が決まったら、とにかくしっかり療養することが大切であることを伝えましょう。





第2ステップ
主治医による職場復帰可能判断

２－A)労働者からの職場復帰の意思表示と

職場復帰可能の判断が記された診断書の提出

・本人の職場復帰の意思が重要

・主治医の考える職場復帰と現実とのギャップ

仕事内容や職場で必要とされる業務遂行能力を

どこまでとらえているか？

主治医

機密性２

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート

次に第２ステップです。
主治医による職場復帰可能判断

２－A)労働者からの職場復帰の意思表示と職場復帰可能の判断が記された診断書の提出
本人の職場復帰の意思が重要となります。
主治医の考える職場復帰と現実のとのギャップがある場合もあります。
主治医の方は全ての内容をヒアリングしていない可能性もありますし、本人がきちんと伝えきれていない場合もあります。
仕事内容や職場で必要とされる業務遂行能力をどこまでとらえているか確認しましょう。




第2ステップ
主治医による職場復帰可能判断

２－B)産業医による精査 ※産業医不在の事業場では人事労務担当者等が対応

主治医の職場復帰可能判断＝職場復帰？

職場の実態（社内制度・仕事内容）

体力（生活リズム・日常生活も含めた体力）

業務と類似した行為の遂行状況

生活習慣等の実際面も確認

２－C)主治医への情報提供

業務遂行能力の内容・社内勤務制度等に関する情報提供
主治医

勤務情報
提供書

産業医
人事労務

機密性２

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
2-Ｂ）産業医による精査
主治医が職場復帰可能と判断したからすぐに復職させるのではなく、産業医等の意見も聞きながらしっかり精査しましょう。
この場合、職場の実態について社内制度や仕事内容などの情報提供を行い、生活リズム及び日常生活も含めた体力、業務と類似した行為の遂行状況、生活習慣等の実際面も確認します。
先ほど申し上げたとおり、主治医の判断がその職場で求められる業務遂行能力まで回復しているか否かの判断とは限りません
尚、労働者数５０人未満の小規模事業場等で産業医がいない場合には、人事労務担当者が対応します。

2-Ｃ）主治医への情報提供
として主治医に対して業務遂行能力の内容や社内勤務制度等に関する情報提供をするなどの対応も必要です。
・例えば「勤務情報提供書」「主治医意見書」等の様式を活用しましょう。
こちらは愛知産業保健総合支援センターでも提供しています。







第3ステップ
職場復帰の可否の判断および職場復帰支援プランの作成

３－A)情報の収集と評価
１）労働者の職場復帰に対する意思の確認

２）主治医からの意見収集

３）労働者の状態等の評価

４）職場環境等の評価

５）その他事業所特有の事情

第3ステップー１
職場復帰の可否判断および職場復帰支援プランの作成

労働者 人事労務・職場上司

産業医主治医

勤務情報
提供書

主治医
意見書

機密性２

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
第３ステップは
職場復帰の可否判断および職場復帰支援プラン作成となります。
第２ステップでお伝えした主治医や産業医の判断がどのようにでているのか、様々な角度から情報収集し総合的に評価していきます。
3-A)情報の収集と評価
大まかな流れでは
１）労働者の職場復帰に対する意思の確認
２）産業医などによる主治医からの意見収集
３）労働者の状態等の評価
４）職場環境等の評価
５）その他事業所特有の事情
の５つとなります。
まず、
１）労働者の職場復帰に対する意思の確認ですが
先ほどもお話したように本人がどの程度職場復帰に意欲的か？が重要な判断材料です。




第3ステップ
職場復帰の可否の判断および職場復帰支援プランの作成

A-２)産業医などによる主治医からの意見収集

第3ステップー１
職場復帰の可否判断および職場復帰支援プランの作成

主治医からの意見収集ポイント

①治療状況及び病状の回復状況の確認
・今後の通院の必要性及び治療状況の概要確認

・業務遂行（自らの自動車運転通勤を含む）に影響を及ぼす症状や
薬の副作用の有無

・休業中の生活状況

・その他、職場復帰に関して考慮すべき問題点など

機密性２

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
A-２）産業医などによる主治医からの意見収集
Ⅰ：主治医からの意見収集の内容として
①治療状況及び病状の回復状況の確認
・今後の通院の必要性及び治療状況の概要確認
・業務遂行（自らの自動車運転通勤を含む）に影響を及ぼす症状や薬の副作用の有無
・休業中の生活状況
・その他、職場復帰に関して考慮すべき問題点など
を確認しましょう




第3ステップ
職場復帰の可否の判断および職場復帰支援プランの作成

A-２)産業医などによる主治医からの意見収集

第3ステップー１
職場復帰の可否判断および職場復帰支援プランの作成

主治医からの意見収集ポイント

②業務遂行能力の評価
・適切な睡眠覚醒リズムの有無

・昼間の眠気の有無（投薬によるものも含む）

・注意力、集中力の程度

・安全な通勤の可否

・日常生活における業務類似行為の遂行状況とそれによる疲労の回復具合

・その他家事、育児、趣味活動等の実施状況

機密性２

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
主治医からの意見収集ポイントの②：業務遂行能力の評価
・適切な睡眠覚醒リズムの有無
・昼間の眠気の有無（投薬によるものも含みます）
・注意力・集中力の程度
・安全な通勤の可否
・日常生活における業務と類似した行為の遂行状況とそれによる疲労の回復具合
　例えば読書やパソコン操作が一定の時間集中してできること
だったり、軽度の運動ができることなどです
・その他家事・育児・趣味活動等の実施状況なども確認しましょう





第3ステップ
職場復帰の可否の判断および職場復帰支援プランの作成

A-3）労働者の状態等の評価

・労働者が希望する復帰先

・希望する就業上の配慮の内容や期間

・管理監督者・人事労務担当者・事業場内産業保健スタッフ

に対する希望（キーパーソンの設定等）

・家族からの情報として必要に応じて家庭内での状態確認

※病状の改善の程度や食事、睡眠、飲酒等の生活習慣

第3ステップー１
職場復帰の可否判断および職場復帰支援プランの作成

機密性２

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
A-３）労働者の状態等の評価
労働者が希望する復帰先（あくまでも本人の希望ということでそれが全て叶うわけではないことも伝えておきましょう）
希望する就業上の配慮の内容や期間（こちらも本人の希望という前提でのヒアリングです）
その他、管理監督者、人事労務担当者、事業場内産業保健スタッフに対する意見や希望も併せて聞いておきます
例えば職場の問題点の改善や勤務態勢の変更、健康管理上の支援方法などです。
可能であれば家族からの情報として必要に応じて家庭での状態についての情報も収集します。
例えば病状の改善の程度や食事、睡眠、飲酒等の生活習慣等です。







第3ステップ
職場復帰の可否の判断および職場復帰支援プランの作成

A-４）職場環境等の評価

      労働者の業務遂行内容を管理監督者に確認

→どの程度の能力があれば職場復帰可能か？

A- ５）その他

家族や第三者からの情報収集

※プライバシーへの配慮

第3ステップー１
職場復帰の可否判断および職場復帰支援プランの作成

機密性２

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
A-４)職場環境等の評価
労働者の業務遂行内容を管理監督者等に改めて確認し、どの程度の能力があれば職場復帰可能かを確認しておきます。

A-5)その他事業所特有の事情があればこの点も確認しておきましょう
ここで家族や第三者からの情報収集等を行うにあたってはプライバシーに十分配慮することが必要です。

Aの情報収集としては以上となります。




第3ステップ
職場復帰の可否の判断および職場復帰支援プランの作成

第3ステップー１
職場復帰の可否判断および職場復帰支援プランの作成

Ｂ）職場復帰の可否についての判断

Aで得られた情報を元に職場復帰可否についての判断を

・業務遂行能力の有無は産業医の医学的考え方を考慮

・職場復帰の準備に時間を要するケースが多い

→十分な準備期間を設け計画的に実施

職場復帰の可否判断は事業場が行う（休職も復職も事業場が決定）

※産業医が選任されていなければ主治医

機密性２

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
B)職場復帰の可否についての判断
Aで得られた情報を元に職場復帰の可否についての判断をします。
業務遂行能力の有無は産業医等の医学的な考え方を考慮して判断しましょう
職場復帰の準備に時間を要することが多いので十分な準備期間を設けて計画的に実施しましょう。


ここで大切なのは「職場復帰の可否判断は事業場が行う」ということです。
本人が休みたいから休ませる。復帰したいと言っているから復帰させる、では後々トラブルのもとになります。
休職も復職も事業場が判断するという姿勢を忘れないようにしましょう。







第3ステップー２
職場復帰の可否判断および職場復帰支援プランの作成

Ｃ）職場復帰支援プランの作成

１）職場復帰日

・休職期間満了に伴い復職→休職満了日翌日が復帰日

・休職期間途中での復帰→賃金締切日と合わせて復帰？

・週の初めから復帰？

・週の半ばから復帰し、すぐに公休日（負担軽減）

機密性２

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
さて、ここからがいよいよＣの職場復帰支援プランの作成となります。
１）職場復帰日の決定をしましょう。
休職期間満了に伴っての復職の場合は休職満了日となりますし、
途中での復帰でしたら賃金締切日と合わせる、
週の初めから復帰する、
あるいは週の中ばから復帰し、すぐに公休日がくることで本人の負担を軽減する、
など相談して決めます。





第3ステップー２
職場復帰の可否判断および職場復帰支援プランの作成

Ｃ）職場復帰支援プランの作成

２）管理監督者による就業上の配慮

・管理監督者
・産業医
・産業保健スタッフ
・主治医

社内関係者で協議することが望ましい

機密性２

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
２）管理監督者等による就業上の配慮
管理監督者だけに任せるのではなく、産業医や産業保健スタッフ、場合によっては主治医とも相談しどのような就業上の配慮が必要かを検討します。





第3ステップー２
職場復帰の可否判断および職場復帰支援プランの作成

Ｃ）職場復帰支援プランの作成

３）人事労務管理上の対応

社内制度「模擬出勤」「通勤出勤」「試し出勤」等

・手続の手順確認

・書式の準備

・社内への周知方法（プライバシーに配慮）

機密性２

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
３）人事労務管理上の配慮
社内制度として「模擬出勤」「通勤出勤」「試し出勤」などの制度があるかどうかを確認します。
社内制度がある場合は、予め事業場としてルール化、例えばどのような手続の手順確認。
その際の書式は準備
社内への周知方法もプライバシーに配慮すること
などの対応も必要です。

この辺りも具体的なご相談があればメンタルヘルス対策促進員がアドバイスします。



第3ステップー２
職場復帰の可否判断および職場復帰支援プランの作成

Ｃ）職場復帰支援プランの作成

４）産業医等による医学的見地から見た意見

職場復帰プランについても産業医等の医学的見地を確認

５）フォローアップ
・復職時には自然な態度で
・復職後の定期面談の内容・職場の配慮事項は記録しておく
・自己判断で治療を中断しないようにフォロー（悪化防止）

６）その他

職場復帰
支援プラン

機密性２

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
４）産業医等による医学的見地からみた意見
職場復帰支援プランについても産業医等の医学的見地を確認してもらうことが良いと思います。
５）フォローアップ
復帰時には自然な態度でする
復職後の定期面談・職場の配慮の実行は記録しておきましょう
自己判断で治療を中断しないことが症状の悪化防止につながります

６）その他
職場復帰基準は、完全復帰でない状態としての受け入れを前提とすることになることが多いこともあります。
その他として職場復帰基準は、完全復帰ではない状態の受け入れを前提とすることになるケースもあります。




第4ステップ
最終的な職場復帰の決定

～産業医の意見書等に基づく、事業者による職場復帰を決定～

A)作成した職場復帰支援プランの実行

B)主治医へ職場復帰支援プラン情報を提供・連携

C)復職後再度休職や欠勤に至った場合の対応確認

就業規則への記載・ルール作り

職場復帰を決定するのは事業者であることを忘れない

機密性２

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
ここからが第４ステップの最終的な職場復帰の決定です。
職場復帰支援プランが作成できたら、産業医の意見書等に基づき、関係者間で内容を確認しつつ、事業者により職場復帰を決定します。
A：作成した職場復帰支援プランの実行
Ｂ：主治医へ「職場復帰支援プラン」の情報を提供し、就業上の配慮の内容について連携を図りましょう。
Ｃ：復職後再度休職や欠勤に至った場合の対応方法を確認しておきましょう。予め就業規則に定める等ルール作りをしておくことが大切です。

あくまでも職場復帰を決定するのは事業者であることを忘れないようにしましょう。
本人が復帰したいから復帰させる、のではなく事業者が決定していることを伝えましょう。




第5ステップ
職場復帰後のフォローアップ

～復帰後のフォローアップ体制を継続、関係者や主治医と連携～

職場復帰支援プランの進行状況について定期的な面談
労働者本人＋管理監督者＋産業保健スタッフ＋人事労務担当＋主治医
①誰が
②どのタイミングで
↓

・職場復帰支援プランの評価・見直し
※必ず記録に残し、関係者と連携する

職場復帰
支援プラン

機密性２

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
第５ステップ
職場復帰後のフォローアップです。

復職後のフォローアップ体制を継続し、関係者や主治医と連携していきます。

職場復帰支援プランの進行状況について定期的な面談を行います。
定期的な面談を行うのは労働者本人、管理監督者、産業保健スタッフ、人事労務担当者、主治医が考えられますが

誰がどのタイミングで行うのか予め決めておき、職場復帰支援プランの評価や見直しを行っていきますが、その際には必ず記録に残し、関係者と連携することが大切です。




第5ステップ
職場復帰後のフォローアップ

職場復帰したけれど・・・再度休職・欠勤につなげないために必要なこと

・６カ月程度のフォロー

・通院のための時間配慮（通院時間を計画的に入れる）

・治療の継続が必要（薬の自己中断はしない）

機密性２

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
職場復帰したけれど、再度の休職や欠勤につなげないために必要なこととして
６か月程度のフォローが必要となります。
通院のための時間配慮として通院時間を計画的に入れることであったり、
薬の自己中断はしないで治療の継続が必要となります。



第5ステップ
職場復帰後のフォローアップ

評価・見直しの確認項目

A)疾患の再発、新しい問題の発生等の有無の確認

B)勤務状況及び業務遂行能力の評価

C)職場復帰支援プランの実施状況の確認

D)治療状況の確認

E)職場復帰支援プランの評価と見直し

F)職場環境等の改善等

G)職場の管理監督者、同僚等への配慮

機密性２

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
評価・見直しの確認項目として
A)疾患の再発、新しい問題の発生等の有無の確認
B)勤務状況及び業務遂行能力の評価
C)職場復帰支援プランの実施状況の確認
D)治療状況の確認
E)職場復帰支援プランの評価と見直し
F)職場環境等の改善等
G)職場の管理監督者、同僚等への配慮
などがあげられます。





４．
事業場の人事労務担当者が

気をつけたいポイント

機密性２



４．事業場・人事労務担当者が気をつけたいポイント

１）．職場復帰支援プラン

・労働者のプライバシー保護・・・労働者の同意を得た上で主治医からの意見を
積極的に収集

・復職前からの支援開始・・・・・・産業医や保健師等との連携により復職前から

・記録保存 ・・・・・・プラン作成・復帰後のフォローは必ず記録

・段階に応じたプラン設定・・・・・休業前の就業状態に戻るまで段階的に

・その他 ・・・・・・ 「試し出勤」「時差出勤」などの利用は
ルール作りが大切

機密性２

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
最後に事業場・人事労務担当者が気を付けたいポイントを３点に絞ってご紹介します

1点目
職場復帰支援プランについて。

・労働者のプライバシー保護
労働者のプライバシー保護には十分配慮が必要です。労働者の同意を得た上で、主治医からの意見を積極的に収集しましょう。
・復職前からの支援開始
産業医や保健師等との連携による復職前からの支援開始が大切です
・記録保存
プラン作成や復帰後フォロー、に関して必ず記録を取っておきましょう
・段階に応じたプラン設定
休業前の就業状態に戻るまで、段階に応じたプランの設定をおこないましょう
・その他
「試し出勤」や「時差出勤」などを利用する場合には予め事業場でルール化しておくことが大切です。




４．事業場・人事労務担当者が気をつけたいポイント

２）．主治医との連携

・勤務状況提供・・労働者の同意を得た上でどのような業務に従事する必要が
あるのか丁寧に伝える。本人から伝わっていないことも。

・主治医意見書・・休業している労働者の健康状態を踏まえた働き方の留意事項
                         を確認

・同行受診・・・・・労働者の同意を得た上で診察時に同席し、主治医と情報連携

機密性２

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
事業場・人事労務担当者が気を付けたい２つ目のポイントとして
主治医との連携についてです。

・勤務状況提供
労働者の同意を得た上で、どのような業務に従事する必要があるのかを丁寧に伝えましょう。本人からきちんと伝わっていないこともあります。
・主治医意見書
主治医意見書については、休業している労働者の健康状態を踏まえた働き方の留意事項を確認しましょう
・同行受診　労働者の同意を得た上で診察時に同席して主治医と情報交換することも検討しましょう
・そして産業医がいない場合です
　産業医がいらっしゃる事業場ばかりではありません。産業医がいないのであれば主治医に医学的見地を相談しながら復職支援にあたりましょう。



４．事業場・人事労務担当者が気をつけたいポイント

３）．職場復帰支援制度について

・就業規則の規定確認・・休職制度・復職制度・休職通算制度がしっかり整備さ
れているか？

   

・社会保障制度活用・・・・休業中の傷病手当金制度等、説明と対応。
支援の流れや内容、関係者の役割確認

    

・社内啓発教育・・・・・・・「メンタルヘルスケアの基礎知識」「管理監督者研修」
「同僚の支援」等研修や教育

    

・労働者自身の取組・・・・健康管理だけでなく生活改善が必要な場合も
     

・安全に対する意識・・・・「安全な通勤」「安全な社内滞在」「安全な労務提供」

機密性２

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
事業場・人事労務担当者が気を付けたい３つ目のポイントは、職場復帰支援制度について、です。
・就業規則の規定確認
休職制度・復職制度・休職通算制度についてしっかりと整備されているのか確認しましょう。整備されていない場合は早急に整備をお勧めします。
・社会保障制度活用
休職中の傷病手当金制度など事前説明と対応も忘れずに行いましょう。その場合の支援の流れや内容、関係者の役割確認もします。
・社内啓発教育
「メンタルヘルスケアの基礎知識」「管理監督者研修」「同僚の支援」などの研修や教育も行いましょう
・労働者自身の取組
労働者自身の健康管理だけでなく、場合によっては生活改善が必要になることもあります。
・安全に対する意識
復職するということは基本的には通勤することになりますので、安全な通勤そして安全な社内滞在、安全な労務提供ができる状況を大前提として検討するようにしてください。




５．
職場復帰や労働者の特性に応じた

働き方についての相談支援機関のご紹介

機密性２



事業主及び労働者に対しての相談・支援
「労働者の特性に応じた働き方」について
職業カウンセラーによる専門的サポート
・ジョブコーチ支援（職場適応援助者支援）
・リワーク支援（職場復帰支援）

５．職場復帰や労働者の特性に応じた働き方の相談
支援機関のご紹介：愛知障害者職業センター

https://www.jeed.go.jp/location/chiiki/aichi/

うまく職場復帰ができない
・何度も休職～復職を繰り返す

仕事を覚えて出来るようにならない
・職場同僚も支援疲れしてきた

愛知障害者職業センター 名古屋市中区錦１－１０－１ ＭＩテラス名古屋伏見ビル５Ｆ

ジョブコーチ支援

愛知障害者職業
センターHP

https://www.jeed.go.jp/disability/employer/om5
ru80000000690-att/om5ru80000000czl.pdf

リワーク
ご利用者の声

機密性２

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
例えば休職と復職を何度も繰り返してしまう人。うまく職場復帰が出来ない場合
あるいは、仕事を覚えてできるようにならない。職場同僚も支援疲れしてきた。
そんな方にはどのように対応したらよいでしょうか？

事業場及び労働者に対しての相談・支援の窓口として愛知障害者職業センターがありますのでご紹介します。
こちらは「労働者の特性に応じた働き方」について「職業カウンセラーの専門的サポートを受けられることが特徴です。
ジョブコーチ支援やリワーク支援などもありますので利用してみてください。


https://www.jeed.go.jp/location/chiiki/aichi/
https://www.jeed.go.jp/disability/employer/om5ru80000000690-att/om5ru80000000czl.pdf
https://www.jeed.go.jp/disability/employer/om5ru80000000690-att/om5ru80000000czl.pdf


まとめ

・対応方法は事業場の規模や状況等によって異なる

・具体的な職場復帰支援プログラムの策定等は個別相談ください

メンタルヘルス対策促進員が皆様の事業場へ訪問し、

ご支援いたします。

機密性２

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
まとめです。

対応方法は事業場の規模や状況等によって異なります。
具体的な職場復帰支援プログラムの策定については愛知産業保健総合支援センターへ個別相談ください。
センターに依頼いただければメンタルヘルス対策促進員が皆様の事業場へ訪問し、ご支援をさせていただきます



６．
愛知産業保健総合支援センターのご案内

機密性２



ホームページから
お申込み・お問い合わせ下さい。

ご視聴ありがとうございました。

愛知産業保健総合支援センター

動画で紹介
・メンタルヘルス対策
・地さんぽ活用

６．愛知産業保健総合支援センターのご紹介

https://www.aichis
.johas.go.jp/menta
lhealth/index.html

メンタルヘルス対策
利用申し込み
ストレスチェック
導入支援
メンタル不調者対応
職場復帰支援

個別のご相談

機密性２

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
以上、いろいろお話してきましたが
愛知さんぽセンターでは、
事業場や人事労務担当者、産業保健スタッフの方への相談対応や、心身の不調を抱える労働者の「働き方」への相談対応を行っています。

愛知産保センターのホームページから
・各種セミナー
・メンタルヘルス対策
・治療と仕事の両立支援
・その他、ご相談・お問い合わせなど
お申込み・お問い合わせ頂けます
ぜひご活用ください。

また、小規模事業場向けの法令遵守をサポートする
地域窓口の利用申し込みやご案内も
当センターホームページからご確認頂けます。

これからも、メンタルヘルス対策促進員として
皆様の産業保健活動をサポートいたします。
ご清聴ありがとうございました。






https://www.aichis.johas.go.jp/mentalhealth/index.html
https://www.aichis.johas.go.jp/mentalhealth/index.html
https://www.aichis.johas.go.jp/mentalhealth/index.html


全国健康保険協会愛知支部のご案内

機密性２



機密性２

協会けんぽ愛知支部は皆様の健康づくりをサポートしています！

本動画は、愛知産業保健総合支援センター様のご協力のもと、全国健康保険協会愛知支部が制作・公開しております。

生活習慣予防健診

特定保健指導

サポート動画

健康宣言好事例集
健康宣言を始めたきっかけや取り組んだ
テーマごとに幅広く紹介しています。

様々な健康のお悩みにまつわる
お役立ち動画を提供しています。

生活習慣病等の予防や改善を目的に、
発症リスクが高まる年代の加入者の
皆様へ向けた健診を実施し、年度内
お一人様1回に限り、健診費用の一
部を補助しています。

保健師・管理栄養士が健診結果や
生活習慣に応じたオーダーメイド
の生活習慣改善策を一緒に考え、
3か月以上にわたって食事管理、
体重コントロール等のサポート
を行います。

協会けんぽ あいち
コラボヘルス

教会けんぽ愛知支部
ホームページ

協会けんぽ あいち
コラボヘルス
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